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地域包括支援センター運営業務委託 
見直しのポイント 

（平成30年度～平成35年度） 
 

＜平成29年第3回定例会予算案＞ 

平成29年9月 
熊本市 高齢介護福祉課 地域包括ケア推進室 

熊本市地域包括支援センター運営協議会資料 資料４ 
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地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を 
改正する法律のポイント 
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次期契約期間における「ささえりあ」に期待する重点的取組【案】 

【１．自立支援・重度化防止に向けたケアマネジメントの強化】 
             
 三職種の質・量の確保と  
 地域ケア会議（医療・介護の専門職等による個別課題検討）の充実 
            ↓ 
 地域のケアマネージャーの資質向上と 
 自立支援・重度化防止の理念の普及・啓発と実践 
            ↓ 
         介護事業費の適正化 

【２．生活支援コーディネート機能の強化】 
 
 専任生活支援コーディネーターの配置と 
 協議体（自治会・老人会・民生委員等による地域資源開発）の充実 
            ↓   
 地域課題の抽出・資源の掘り起こし 
 多様なサービス（有償ボランティアの活用等）の開発・支援 
            ↓ 
         介護事業費の軽減 
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「ささえりあ」委託料算定の主な見直し内容【案】 

【１．三職種の単価基準】 
 ＠4,500千円→ 引き上げ 

【２．三職種の配置基準】 
 ①高齢者6,000人以上の圏域は、高齢者2,000人ごとに三職種１人を配置 
 ②大規模圏域の区分を新設（現：9,500人以上⇒新：12,000人以上） 
 ③国の基準・他都市の配置状況から相談員は削減（補助員に改称） 

【４．生活支援コーディネーター配置経費を一括計上】 
 ①ささえりあ業務との一体的契約により継続的・安定的な高齢者支援を 
  実施 

【３．専任生活支援コーディネーターの配置】 
 ①専任職員の配置し、一定の実務経験、国・県等の研修受講を条件に 
  報酬単価を増額 
 ②＠2,000千円→ 引き上げ 

平成29年第3回 
定例会審議中 



5 

ささえりあ職員配置基準の見直し【案】 
Ａ．現在の配置基準

圏域内高齢者人口区分 三職種 相談員等
コーディ

ネーター

3,500人未満 3 1 1

3,500人以上5,000人未満 3 2 1

5,000人以上6,000人未満 3 3 1

6,000人以上6,500人未満　※ 4 2 1

6,500人以上8,000人未満 4 3 1

8,000人以上9,500人未満 4 4 1

9,500人以上 4 5 1

※高齢者人口が6,000人以上の圏域において相談員1名に替えて専門職を配置（+2,500千円加算）した場合

Ｂ．新配置基準

圏域内高齢者人口区分 三職種 補助員
コーディ

ネーター

3,000人未満 3 1 1

3,000人以上4,500人未満 3 1 1

4,500人以上6,000人未満 3 1 1

6,000人以上8,000人未満 4 1 1

8,000人以上10,000人未満 5 1 1

10,000人以上12,000人未満 6 1 1

12,000人以上 7 1 1

※実務経験を持ち、研修を修了した専任職員を配置する場合

職員配置（人）

職員配置（人）
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まちづくりセンター（２箇所）への設置【案】 

２つの「ささえりあ」については、近隣の「まちづくりセンター」内に設置
し、まちづくり担当職員と高齢者相談窓口の連携体制の強化を図る。 

センター名 担当圏域（小学校区） 設置場所 

南４ 飽田東、飽田南、飽田西 飽田まちづくりセンター 

北２ 川上、西里、北部東 北部まちづくりセンター 

●現在のささえりあ 


